
業種

105.0％

※資産構成は、マザーファンドの状況を比例配分し、対純資産総額により算出しております。

43.3％ 87.3％14.4％

14.2％

37.2％

設定来５年３年

132.1％ 268.5％

2025年1月 2026年1月 設定来累計2023年1月

TOPIX

日経平均株価

0.9％

5.6％

資産構成

49

コール・ローン、その他

※最終ページの「当資料のご利用にあたっての注意事項等」を必ずご確認ください。

基準日：2026年6月30日　　販売用資料

運用実績

設定日・決算日・信託期間

2015年1月30日

1月29日(休業日の場合は翌営業日）

無期限

設定日

決算日

信託期間 ※基準価額は1万口当たりの価額で表示しております。

基準価額・純資産総額

基準価額

純資産総額

29,731

6,587

円

百万円

基準価額の騰落率

設定来

67.1％

１年６ヵ月３ヵ月１ヵ月

18.6％

１ヵ月

16.7％ 36.5％

３年１年６ヵ月３ヵ月

230.8％

主要指数の騰落率

当ファンド 12.1％0.6％ TOPIX
（配当込み）

1.1％

５年

組入銘柄数

99.2

99.2

0.0

0.8

現物等

分配金実績（税引前）

決算年月 2022年1月 2024年1月

先物等

39.2％

17.2％

分配金 200円 200円 200円 200円 300円 1,750円

株式実質組入

基準価額と主要指数の推移

※基準価額の騰落率は、基準日から過去に遡った期間とし、当ファンドの基準価額（分配金再投資）を用いた騰落率を表しております。
　 実際のファンドにおいては、課税条件によって投資者ごとの騰落率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮しておりません。
※分配金実績の分配金は、1万口当たりの実績です。分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
※分配金は、ファンドの純資産から支払われますので、分配金支払いにより純資産が減少することとなり、基準価額が下落する要因となります。
※主要指数は、投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数として記載しております。
※TOPIX、配当込みTOPIXの指数値およびTOPIX、配当込みTOPIXに係る標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。
※日経平均株価に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、日本経済新聞社に帰属します。
※主要指数は設定日の前営業日を10,000として指数化しています。

※基準価額（分配金再投資）は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算しております。

40.0％ 74.6％ 105.5％ 182.6％

※上記のグラフ、数値等は過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。
※基準価額の計算において、運用管理費用(信託報酬)等は控除しております。

％

％

％

73.0％ 111.1％ 143.3％ 297.9％

％
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　　販売用資料 基準日：2026年6月30日

株式組入上位10銘柄および組入上位10業種

8

9

輸送用機器

銀行業

化学

情報・通信業

機械

卸売業

その他製品

保険業

10.1％

8.4％

7.0％

銘柄名 組入比率

1

組入比率

9

業種

76.7％

※株式組入上位10銘柄および組入上位10業種の各比率は、対純資産総額により算出しております。
※株式組入上位10銘柄および組入上位10業種には、マザーファンドの状況を比例配分して反映しております。

ポートフォリオの業種別構成

※最終ページの「当資料のご利用にあたっての注意事項等」を必ずご確認ください。

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

オリックス

ソニーグループ

4

5

6

市場

電気機器 17.6％

10 10 その他金融業

6.3％

6.0％

5.7％

5.3％

5.2％

5.2％

41.4％合計 合計

業種

東証プライム

東証プライム

7

8

村田製作所

銀行業

その他金融業

電気機器

保険業

その他製品

電気機器

情報・通信業

輸送用機器

化学

東京海上ホールディングス

任天堂

東京エレクトロン

ＫＤＤＩ

トヨタ自動車

富士フイルムホールディングス

電気機器

1

2

3

2

3

4

5

6

7

東証プライム

5.4％

4.9％

4.2％

4.0％

4.0％

4.0％

4.0％

3.8％

3.6％

3.5％

東証プライム

東証プライム

東証プライム

東証プライム

東証プライム

東証プライム

東証プライム
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※TOPIXの指数値およびTOPIXに係る標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。
※「業種別構成比」は、マザーファンドの状況です。「業種別構成比」はマザーファンドにおける組入株式の評価額の合計をそれぞれ100％として計算したものです。
※上記グラフは、ファンドが保有している株式の業種別比率とTOPIXの業種別比率を比較したものであり、当ファンドがどの業種の比重を高めているかをお知らせするためのものです。
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　今月は高校の同窓会がありました。
　通っていた高校では、過去の卒業生全体を対象とした大規模な会を毎年開催しており、今年は主幹事が私の卒業年の代だったこと
もあり、半年近くかけて打ち合わせなどを行ってきました。同級生とはいえ、大人数で議論して方針を決めるのに難航しましたが、数十
年ぶりに会った旧友もおり、近況報告ができたことは良かったなと思います。

　また、販売会社さまへの勉強会にも出かけました。質疑応答のとき、今年の新入社員の方に、「株の勉強をするにはどうしたら良い
ですか？」と質問されることがありました。ストレートな質問で少し考えましたが、「四季報をしっかり読んでください。」と答えました。今
の自分にもあてはまることですが、現在のような特定の銘柄が株価上昇を牽引する環境では、日々その銘柄の動きばかりを追いがち
になります。しかしこのような環境のときこそ、「バーゲンセール状態」になっている銘柄が多数存在しています。短期的な値動きより
も、視野を広く、市場から見逃されている銘柄を調べていくことの大切さを認識する良いきっかけとなりました。質問いただきありがとう
ございました。

※最終ページの「当資料のご利用にあたっての注意事項等」を必ずご確認ください。

　　販売用資料

ファンドマネージャーの見方

ファンドマネージャーからひとこと

今後の運用方針（以下の内容は投資料作成日時点のものであり、予告なく変更する場合があります。）

運用状況

　2026年7月の国内株式市場は、国内企業の2026年4-6月期決算発表を控え、高値圏での利益確定や押し目買いが交錯し、ボラティ
リティの高まりやすい展開を予想します。
　2026年6月の国内株式市場は、中東情勢に対する悲観的な見方が後退したことや、前月に続きAI（人工知能）や半導体の需要増加
への期待感から関連銘柄が牽引し上昇しました。業種別では電気機器や銀行業などがアウトパフォームしました。国内株式市場は、
トランプ米大統領の中東紛争に対する発言に左右され、引き続きボラティリティの高い環境が継続しています。また、AIに関する楽観
論と悲観論に左右され、関連銘柄のなかでも、データセンター関連やメモリ関連などの間で日々物色が変化していることが、ボラティ
リティが増幅される要因となっています。中東紛争の影響は今後発表される2026年4-6月期の決算で表面化してくると考えられ、経営
陣の発言によく注目しておく必要があると考えています。今後企業の本質的な収益力、成長力などが一層評価されてくる局面が到来
すると想定されます。引き続き経営者が計画する今後の戦略や業界動向を把握し、ボトムアップアプローチにより株価水準を見極め
ながらポートフォリオを構築してまいります。

　当ファンドの6月の騰落率は＋0.6％となりました。個別銘柄では東京エレクトロン、村田製作所などがプラス寄与となり、三菱商事、
信越化学工業などがマイナス寄与となりました。
　売買においては、バリュエーション面に留意しつつ、ウエイト調整を実施しました。具体的には村田製作所や東京エレクトロン、日本
取引所グループなどを一部売却し、日本航空を全部売却しました。一方で、日立製作所や富士通、ソニーグループなどを追加購入
し、大林組を新規に組み入れました。

　日経平均株価をTOPIXで割って算出されるNT倍率は一時17倍台後半まで拡大しており、AI関連銘柄への物色の集中が一段と進ん
できています。しかし、中国メモリメーカーが増産に向けた投資を拡大しているとの報道や、米メモリメーカーによる長期契約の締結報
道などを受けメモリ関連株が一時調整するなど、AI関連銘柄一辺倒の動きから変化も見られ始めています。今後は企業業績が堅調
にもかかわらず、AI関連以外として物色対象から外れていた銘柄や、企業業績への警戒感から株価が下落した銘柄などに見直し買
いの動きが出てくると考えられます。引き続き出遅れている銘柄への資金シフトを通じ、バリュエーションギャップが解消される局面を
想定しています。
　株価は長期的にはEPS（１株当たり利益）の伸びに収斂することから、株価が割安となっている銘柄や短期的な業績悪化懸念から
株価が大きく下落した銘柄に物色が広がっていくと考えています。当ファンドでは、企業取材などにより、①グローバルで成長が期待
できる企業、②国内経済の発展に欠かすことのできない企業、③社会問題解決の技術を持つ企業などを継続的にリサーチしておりま
す。今後の景気回復局面に備え、これまで以上に企業リサーチに注力することで、実体以上に割安となっている企業、今後も高い成
長性が見込める企業に着目し、ポートフォリオの構築を行います。

基準日：2026年6月30日
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※最終ページの「当資料のご利用にあたっての注意事項等」を必ずご確認ください。

トヨタ自動車

リースビジネスのほか、生保、銀行、不動産事業など多角化展開。海外事業もアセットマネジメントビジネ
スを軸に拡大中。空港運営、上下水道運営などの事業投資や、再生可能エネルギーへの投資を積極化し
ており、事業ポートフォリオは今後一層の拡充が見込まれる。配当方針、自社株買いなど株主還元も積極
的。

銘柄コード: 8591

日野自動車、ダイハツ工業を傘下に持ち自動車販売台数は世界トップクラス。収益性の高いレクサスブラ
ンドの販売拡大やHV（ハイブリッド車）のシェアが拡大し、販売台数は堅調に推移。米国関税影響が響くな
か、人的投資や、米国での工場建設など積極的な投資を行い、将来に向けたビジネスの基盤を構築して
いる。

銘柄コード: 7203

業種: 輸送用機器

その他製品

KDDI
国内携帯電話事業を基盤とした総合通信大手。パーソナルセグメントでは、「au」ブランドを中心に、金融
やエネルギーなど多様なサービスを展開。ビジネスセグメントでは5GやIoT、AIなどの次世代技術の開発
に取り組み、新たなインフラ構築への投資を拡大しており、事業領域の更なる拡大が見込まれる。銘柄コード: 9433

8

　　販売用資料 基準日：2026年6月30日

株式組入上位10銘柄（2026年6月30日現在）

1

三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ 三菱ＵＦＪ銀行が中核となっている国内最大の民間金融グループ。アジアや米国など海外展開拡大によ

り、銀行や証券業務のみならず、多角的な金融サービスを展開。国内事業では日銀による利上げに伴う
長期金利上昇により、国内の法人・個人向け事業での収益拡大が期待される。段階的な配当金の増額な
ど株主還元も積極的。

銘柄コード: 8306

業種: 銀行業

業種: 情報・通信業

東京エレクトロン

銘柄コード: 8035

業種: 電気機器

半導体製造装置で世界シェア上位。優れたプロセス性能と高い量産性能を持つ同社の製品は、世界中の
半導体メーカーの生産ラインに採用されている。半導体製造装置の開発によって培われたFPD製造装置
でも多様な製品群を持っており、世界に数少ないマルチプロダクトサプライヤーとして高いシェアを獲得し
ている。

7

10

写真フィルムで培った技術を活用し、医療機器や半導体材料、液晶フィルムなど成長領域に経営資源を
投入し、事業ポートフォリオを拡大。成長事業である半導体材料のほか、「チェキ」の生産拡大が発表され
るなど、イメージングセグメントも好調に推移。長期ではヘルスケアセグメントの収益回復が期待される。銘柄コード: 4901

業種: 化学

富士フイルム
ホールディングス

9

村田製作所 セラミックコンデンサで世界首位。海外売上高比率は90％を超えており、車載用や通信基地局、スマート
フォン向けを中心にグローバルな販売ネットワークを有する。主力のMLCC（積層セラミックコンデンサ）の
新たな事業機会として、データセンター投資の増加を受け、AI（人工知能）サーバー用途への拡販が進ん
でいる。

銘柄コード: 6981

業種: 電気機器

4

ソニーグループ エレクトロニクス事業を主力とし、音楽や映画のエンターテイメント事業や金融事業まで多角化展開。高精
細化のみならず、多眼化・大型化が進むスマートフォンカメラ向けのCMOSイメージセンサが大きく成長し
業績を牽引。TSMCと次世代イメージセンサの開発・製造に関する戦略的提携に向けて基本合意を締結す
るなど将来に向けての技術革新を進めている。

保険業

6

銘柄コード: 6758

業種: 電気機器

8766

業種:

任天堂 家庭用ゲーム機のハード、ソフトでグローバル展開。Nintendo Switchの世界累計販売はハード、ソフトとも
高水準。2025年6月に「Nintendo Switch 2」が発売され、今後も新作タイトルへの注目が集まる。2026年4
月には新作映画も公開され、今後もIP（知的財産）を活用した事業拡大により長期的な企業成長が見込ま
れる。

銘柄コード: 7974

業種:

5

2

東京海上ホール
ディングス 東京海上日動火災保険などを傘下に置き、多くの国や地域で事業を展開するグローバル保険グループ。

リスク分散・利益成長に寄与する案件のみを対象としたM＆A戦略により事業規模の拡大及びシナジーの
創出を実現。経営の重要事項をグローバルな知見を結集して決定、実行しており、今後も高い成長が期
待される。

銘柄コード:

3

オリックス

業種: その他金融業
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　　販売用資料

　2021年
4月の国

◆ 日経平均株価と予想EPS（1株当たり利益）の関係
上記グラフの通り、日経平均株価は予想EPSと概ね連動して推移しています。
日経平均株価は、2008年のリーマンショック以降、予想EPSの回復にともない上昇を続けてきましたが、2020年のコロナ
ショックにより予想EPSは大幅に悪化し一時16,000円程度まで下落しました。しかし、その後予想EPSはV字回復し、日経
平均株価は足元70,000円程度まで上昇しています。
予想EPS：3,854円（2026年6月末時点)

◆ 日経平均株価と実績BPS（1株当たり純資産）の関係
上記グラフの通り、実績BPSは株価の下支え（下値抵抗線）であると考えられます。
日経平均株価は、2008年のリーマンショック時や2020年のコロナショック時等、株価急落時に一時的に実績BPSを下回
ることもありましたが、すぐに実績BPSを上回る水準まで回復しています。リーマンショック以降、実績BPSは、約8,000円
から約36,500円まで上昇しております。
実績BPS：36,491円（2026年6月末時点)

ファンドマネージャーの見方

※最終ページの「当資料のご利用にあたっての注意事項等」を必ずご確認ください。

基準日：2026年6月30日

日経平均株価と予想ＥＰＳ、実績ＢＰＳの推移
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EPS（Earnings Per Share：1株当たり利益）とは

企業が1年間に上げることができた利益（当期純利益）をその企業が発行する発行済株式総数で割ったものです。1株当たりの利益の

金額を示す指標で、企業の1株あたりの収益力を表しています。その際、株価は先行きの業績予想に基づき変動する場合が多いこと

から予想EPSを利用しています。

EPSの計算式・・・EPS＝当期純利益÷発行済株式総数

BPS（Book-value Per Share：1株当たり純資産）とは

企業が保有する「資産」から借入金等の「負債」を差し引いた「純資産」をその企業が発行する発行済株式総数で割ったものです。

1株あたりの純資産の金額を示す指標で、企業の1株あたりの解散価値を表しています。

BPSの計算式・・・BPS＝純資産÷発行済株式総数

ちゅうぎん日本大型株アクティブファンド
（愛称：未来のゆめ）
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リーマンショック

※1 「日経平均株価」は、株式会社日本経済新聞社によって独自に開発された手法によって、算出される著作物であり、株式会社日本経済新聞社は「日経平均株価」

自体および「日経平均株価」を算定する手法に対して、著作権その他一切の知的財産権を有しています。

※2 「日経」および「日経平均株価」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、全て株式会社日本経済新聞社に帰属しています。

※3 本件投資信託は、投資信託委託業者等の責任のもとで運用されるものであり、株式会社日本経済新聞社は、その運用および本件受益権の取引に関して、

一切の責任を負いません。

※4 株式会社日本経済新聞社は、「日経平均株価」を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延又は中断に関して、責任を負いません。

※5 株式会社日本経済新聞社は、「日経平均株価」の構成銘柄、計算方法、その他「日経平均株価」の内容を変える権利および公表を停止する権利を有しています。

コロナショック

注1）予想ＥＰＳ（1株当たり利益）のデータは日経平均の予想PER(会社予想)より中銀アセットマネジメント作成。
注2）実績ＢＰＳ（1株当たり純資産）のデータはQuickより中銀アセットマネジメント作成。

(↓グラフ中の記載用）

実績BPS：36,491円

(↓グラフ中の記載用）

予想EPS：3,854円
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　　販売用資料

◆基準価額変動要因

◆委託会社： 中銀アセットマネジメント株式会社（金融商品取引業者　中国財務局長（金商）第10号）
一般社団法人資産運用業協会　会員
信託財産の運用指図、目論見書および運用報告書の作成等を行います。

◆受託会社： 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社）
追加信託に係る振替機関への通知等、信託財産の保管・管理・計算等を行います。

◆販売会社： 株式会社中国銀行（登録金融機関　中国財務局長（登金）第2号)
日本証券業協会／一般社団法人金融先物取引業協会　会員
中銀証券株式会社（金融商品取引業者　中国財務局長（金商）第6号)
日本証券業協会／一般社団法人第二種金融商品取引業協会　会員

株式会社SBI証券（金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第44号）
日本証券業協会／一般社団法人資産運用業協会／一般社団法人金融先物取引業協会／一般社団法人第二種
金融商品取引業協会　会員
ファンドの募集の取扱い・販売、目論見書・運用報告書の交付、一部解約の請求の受付、収益分配金、償還金および
一部解約金の支払い等を行います。

※最終ページの「当資料のご利用にあたっての注意事項等」を必ずご確認ください。

当ファンドは、国内の株式等値動きのある有価証券等に実質的に投資しますので、組み入れた有価証券等の価格の下落等の
影響により、基準価額が下落し、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。したがって、投資者のみなさまの投資元本は
保証されているものではありません。
投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者のみなさまに帰属します。

■株価変動リスク
株式の価格は、国内および国際的な政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の需給関係等の影響を受け変動します。
当ファンドが実質的に投資する株式の価格が下落した場合には、その影響を受け、基準価額が下落する要因となります。

■流動性リスク
大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等
に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクが
あります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金のお申込みの受付が中止となる可能性、換金代金の支払いが
遅延する可能性があります。

■信用リスク
有価証券等の価格は、その発行体の倒産、財務状況または信用状況の悪化、債務不履行等が発生または予想される場合には、
その影響を受け変動します。
当ファンドが実質的に保有する有価証券等の発行体にこうした状況が発生または予想される場合には、その影響を受け、基準
価額が下落する要因となります。

　
◆その他の留意点
当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

◆リスクの管理体制
 ・ 委託会社では、各種社内規程において、運用に関するリスク管理方針を定め、運用部から独立した部署が、運用の指図に
    ついて運用の基本方針や法令諸規則等に照らして適切かどうかのモニタリング・検証を通じて、運用リスクの管理を行って
    おります。
 ・ 委託会社では、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリング等を実施する
    とともに、緊急時対応策の策定・検証等を行います。
 ・ 取締役会等は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督します。

委託会社、その他関係法人

投資リスク　 （くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください）

基準日：2026年6月30日

ファンドの目的・特色 　（くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください）

◆ファンドの目的
ファミリーファンド方式により、信託財産の成長を図ることを目的として積極的な運用を行います。

◆ファンドの特色
①ちゅうぎんターゲット型日本株マザーファンドを主要投資対象とし、信託財産の成長を図ることを目的として積極的な運用を行いま
   す。
＜ちゅうぎんターゲット型日本株マザーファンドの運用方針＞
・ＴＯＰＩＸ採用銘柄で時価総額上位200銘柄の内、当社独自のバリュエーションに基づき割高と判断された銘柄を除いた銘柄の中か
  ら投資銘柄を選定します。
　また、各銘柄毎のファンダメンタルズ分析および流動性等を考慮して、各銘柄の組入比率を決定します。
・株式の組入比率は通常の状態で高位に維持することを基本とします。
・ポートフォリオ構築にあたっては、分散投資を基本としリスク分散を図ります。
・運用の効率化を図るため、ヘッジ目的で有価証券先物取引等を利用します。
・資金動向や市況動向等によっては、上記のような運用が行われない場合があります。
②株式以外の資産への実質投資割合は原則信託財産総額の50％以下とします。
③いつでも売買が可能です。
・お申込みの受付は、原則として販売会社の毎営業日、午後3時30分までといたします。
　なお、販売会社によっては異なる場合がありますので、詳細は販売会社にご確認ください。
　受付時間を過ぎてのお申込みは、翌営業日のお取扱いとなりますのでご注意ください。
　※信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。
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　　販売用資料

販売会社が定める単位とします。

購入申込受付日の基準価額とします。（基準価額は1万口当たりで表示しています。）

お申込みをされた販売会社が定める所定の日時までに購入代金を販売会社に支払うものとします。

販売会社が定める単位とします。

換金申込受付日の基準価額とします。

原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。

無期限（2015年1月30日設定）

毎年1月29日。ただし、決算日が休業日の場合は翌営業日とします。

以下の手数料等の合計額等については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
●購入時

●保有期間中（信託財産から間接的にご負担いただきます。）

換金時手数料 　ありません。

信託財産留保額 　ありません。

運用管理費用
（信託報酬）

　信託財産の純資産総額に対して年率1.045％（税抜0.95％）を日々ご負担いただきます。

その他の費用・
手数料

監査費用、組入有価証券等の売買委託手数料、信託事務の諸費用等がファンドから支払われます。
 (監査費用 ：ファンドの純資産総額 × 年率 0.0055％ (税抜0.005％） ）
※監査費用を除く上記の費用・手数料等については、運用状況、保有期間等により変動するため、事前に
料率、上限額等を示す事ができません。

当資料のご利用にあたっての注意事項等

◆投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。／販売会社が
登録金融機関の場合、投資者保護基金に加入しておりません。／投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運
用を行います。／投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）等の内容を必ずご
確認のうえ、ご自身でご判断ください。
◆当資料は、当ファンドの運用状況をお知らせするために中銀アセットマネジメントが作成した資料です。／当資料の内容は作成時
点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。／当資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、そ
の正確性・完全性を保証するものではありません。／当資料中のグラフ・数値等は、過去の実績・状況であり、将来の市場環境等や
運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示
すものではありません。
◆当資料中の各数値は四捨五入して表示している場合がありますので、それを用いて計算すると誤差を生じることがあります。
◆市況動向および資金動向等により、ファンドの基本方針通りの運用が行えない場合があります。
◆当資料は、特定銘柄の売買などの推奨、また価格などの上昇や下落を示唆するものではありません。

お客様にご負担いただく費用について　 （くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください）

購入時手数料
　購入申込日の基準価額に2.2％（税抜2.0％）以内で販売会社が独自に定める率を乗じて得た額とします。
  詳しくは販売会社にお問い合わせいただくか、申込手数料を記載した書面をご覧ください。

●換金時

公告 委託会社が受益者に対してする公告は、電子公告の方法により行います。

運用報告書
委託会社は、決算時および償還時に、期中の運用経過等を記載した交付運用報告書を作成し、
知れている受益者に、販売会社を通じて交付します。

課税関係

課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象とな
ります。
当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異な
る場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
配当控除の適用が可能です。なお、益金不算入制度の適用はありません。
※税制が改正された場合等には、上記の内容が変更されることがあります。

収益分配

年1回、毎決算日に収益分配方針に基づき、収益分配を行います。
（委託会社の判断により分配を行わない場合もあります。）
・「分配金受取コース」の場合、決算日から起算して原則として5営業日目までにお支払いを開始します。
・「分配金再投資コース」の場合、税引後、申込手数料なしで自動的に全額が再投資されます。
※お申込みになる販売会社によっては、どちらか一方のコースのみの取扱いとなります。

換金単位

換金価額

換金代金

申込締切時間

換金制限

購入・換金申込受付
の中止および取消し

金融商品取引所における取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金のお申込みの
受付を中止すること、およびすでに受け付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消す場合があります。

信託期間

繰上償還

次のいずれかに該当する場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解消し、当該信託を終了する場合
があります。
①一部解約により残存口数が5億口を下回った場合
②受益者のために有利であると認めた場合
③やむを得ない事情が発生したとき

決算日

原則として、日本における販売会社の営業日の午後3時30分まで受け付けます。
なお、販売会社によっては異なる場合がありますので、詳細は販売会社にご確認ください。

購入代金

基準日：2026年6月30日

お申込みメモ （くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください）

購入単位

購入価額
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